
○宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方（平成 13年国土交通省総動発第３号）
（抄） 
 
第三十四条の二関係 
１～７ （略） 
８ 不動産取引に関連する他の業務との関係について 

  宅地建物取引業者に対しては、媒介業務のみならず、金融機関、司法書士、
土壌汚染調査機関等の不動産取引に関連する他の多くの専門家と協働する中
で、消費者の意向を踏まえながら、不動産取引について全体的な流れを分かり
やすく説明し、適切な助言を行い、総合的に調整する役割が期待されている。
また、宅地建物取引業者自らも積極的に媒介業務以外の不動産取引に関連する
業務の提供に努めることが期待されている。 
  なお、宅地建物取引業者自らが媒介業務以外の関連業務を行う場合には、媒
介業務との区分を明確化するため、媒介契約とは別に、業務内容、報酬額等を
明らかにした書面により契約を締結すること。 
  特に、宅地建物取引業者が不動産コンサルティング業務を行う場合には、媒
介業務との区分を明確化するため、あらかじめ契約内容を十分に説明して依頼
者の理解を得た上で契約を締結し、成果物は書面で交付すること。 

   


